
（建設業版 令和７年２月号）
発行
：秋田労働基準監督署

秋田市山王7-1-4

創刊：平成27年４月25日
<第65号>
2025年２月28日発行

監督署

通信
令和６年（速報）及び令和７年（１月末）の労働災害発生状況について

■４月から退避や立入禁止等の措置について、一人親方等を対象とする保護措置が義務化されます。

建設業における秋田署管内の令和６年（速報値）の災害件数（休業見込４日以上。新型コロナウイルス感染症へ

のり患を除く。）は57件で、令和５年（確定値）の71件から14件減少しました。また、死亡災害は３件となり、令和５年

の２件から１件増加しました。14次防では、新型コロナウイルス感染症へのり患を除いた死傷者数を令和４年（55

件）と比較して令和９年までに減少させることを目標しています。死亡災害の撲滅及び労働災害の減少に向け、引

き続き安全衛生の推進をお願いします。

2025年４月から労働安全衛生法に基づく省令改正により、作業を請け負わせる一人親方等や、同じ場所で作業を行う

労働者以外の人に対しても、労働者と同様の保護が図られるよう、必要な措置を実施することが事業者に義務付けられ

ます。法令改正等の主な内容は下記のとおりです。なお、注意事項については裏面を参照してください。

１ 危険箇所等において事業者が行う以下の措置の対象範囲を、作業場で何らかの作業に従事する全ての者（一人親

方や他社の労働者、資材搬入業者、警備員など、契約関係は問わない）に拡大

・労働者に対して危険箇所等への立入禁止、危険箇所等への搭乗禁止、立入等が可能な箇所の限定、悪天候時の作

業禁止の措置を行う場合、その場所で作業を行う労働者以外の人もその対象とすること

・喫煙等の火気使用が禁止されている場所においては、その場所にいる労働者以外の人についても火気使用を禁止

すること

・事故発生時等に労働者を退避させる必要があるときは、同じ作業場所にいる労働者以外の人も退避させること

２ 危険箇所等で行う作業の一部を請け負わせる請負人（一人親方、下請業者）に対する周知の義務化

・立入禁止とする必要があるような危険箇所等において、例外的に作業を行わせるために労働者に保護具等を使用さ

せる義務がある場合には、請負人（一人親方、下請業者）に対しても保護具等を使用する必要がある旨を周知すること

(重要) 今回の改正で請負人への保護具等の使用に係る周知が義務付けられるのは、立入禁止とする必要があるよう

な危険箇所で例外的に作業を行わせる場面に限られますが、それ以外の場面であっても、

①作業に応じた適切な保護具等を労働者に使用させることが義務付けられている場面

②特定の作業手順や作業方法によって作業を行わせることが義務付けられている場面

については、事業者が作業の一部を請け負わせた請負人に対して、保護具等の使用が必要である旨や、特定の作業
手順、作業方法によらなければならない旨を周知することが推奨されます。
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